
3.6 国総研における建築材料・生産分野の研究動向と今後の展望 

（建築研究部 建築新技術統括研究官  鹿毛 忠継） 

 

よろしくお願いします。建築研究部の鹿毛でござ

います。「国総研における建築材料・生産分野の研究

動向と今後の展望」と題して、講演をさせていただき

ます。 

 

 

 

 

 

私個人は材料の研究者でコンクリートを専門にや

らせていただいております。今日は、概要に書いてあ

るとおり、国総研における建築材料・生産分野の基本

的な役割、それから、これまで材料・生産分野でどの

ような研究を行ったのかをレビューし、それから現

在、将来にわたり、どのような研究をやるべきなのか

について、講演をさせていただきます。 

タイトルに、建築材料・生産分野と書いております

が、特に材料・生産分野は建築の全分野とのかかわりがあります。また、従前から、狭義ですが、

材料・施工分野とも呼ばれ、特に相互に関連が深いため、本日は、建築材料・生産分野について、

私からお話をさせていただきます。 

最初に、材料・生産分野の基本的な役割について、

もちろん材料・生産分野にも国総研の研究としてや

るべきミッションがあります。特に、建築研究部で取

り組む建築分野のミッション、ここに 2 つ挙げてい

ます。望ましい建築基準のあり方、それから、建築物

の性能・品質確保による安全で快適な住生活の提供、

これらに関して、材料・生産分野では、どのように取

り組むかというところが重要だと思います。 

右側には、国総研、それから建築研究所を含めて材

料・生産分野がどのような変遷をたどったかを示しています。建築研究所では、材料・生産分野は、

それぞれ第二研究部、第四研究部、それから独立行政法人になった後は材料研究グループ、それか

ら建築生産研究グループとして、現在までこの体制です。国総研では、国総研ができた当初は、材

料・部材基準研究室において、特に材料にターゲットを絞った研究をやっておりましたが、途中、
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構造基準研究室の一部として実施することになりました。現在は、本年度より、再度、材料・部材

基準研究室という研究室を設けまして、ここを中心として活動しております。 

次に、材料分野および生産分野のミッションを、そ

れぞれいくつか挙げております。何が違うかを私な

りに考えてみました。材料分野は、建築材料・部材を

対象とした研究を、生産分野は材料・部材のみなら

ず、建築物全体を対象とした研究をやっていると考

えらます。すなわち、このように研究対象に違いがあ

るのではないかと考えております。 

 

 

これらを踏まえ、まず、材料・生産分野の研究レビ

ュー、冒頭にもお話しましたが、国総研のみではな

く、本日は、建築分野における材料・生産分野の研究

レビューをしたいと思います。 

この図は、左側に昭和 40 年から年代を書いており

ますが、右側に社会的な背景、当時の施策、様々な法

・制度化も含めて整理したものです。例えば、昭和 40

年代では住宅不足、昭和 50 年代では建物の早期劣化、

昭和 60 年代では建物の高性能化・高機能化、高層化が研究ニーズとしてあります。平成元年前後に

なると、リサイクル、その後、阪神大震災などにも見舞われましたので、それらに応じた研究ニー

ズとして、良質な住宅の供給、耐久性の確保、新材料の開発、リサイクルの推進等、が挙がられま

す。 

次に、具体的にどのような研究を行ったかについ

て説明いたします。この表は、主にプロジェクト研

究、いわいる総プロなどです。総合技術開発プロジェ

クトというプロジェクト研究がございまして、そこ

で、特に材料・生産関係ではどういった研究をやって

きたのか、どのようなアウトプット、アウトカムが得

られたのかを、非常に簡単ですが取りまとめたもの

がこの表です。 

昭和 40 年代では、良質な住宅の供給として、ツーバイフォーの導入、アウトカムとしては金融公

庫住宅の性能基準、あるいは仕様書へ反映を行いました。 

昭和 50 年代になると、コンクリート構造物のみならず、他の建築物も含めて早期劣化が問題とな

り、耐久性を確保するための研究を行っており、コンクリート構造物に関しては塩害に対する規制

や、アルカリ骨材反応に関する規制などを実施したこと、皆さんご承知のことと思います。 
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昭和 60 年代になると、新材料の活用や高性能化に

関して、新素材総プロ、New RC 総プロ等を行いまし

た。 

その後、リサイクルの推進に関して、廃棄物総プロ

や副産物総プロ、このような総プロを実施し、それぞ

れ、ここに示す成果を得ることができました。 

 

 

 

さらに、平成元年以降では、建築生産の合理化や自

動化、あるいはストックの活用に関して、新施工総プ

ロ、あるいは社会資本総プロ、CALS 総プロを行いま

した。 

 

 

 

 

 

平成 10 年以降では、ここに示す社会的背景、施策、

研究ニーズも、昭和 40 年代から平成元年くらいまで

と比較すると、様々なトピックというか、いくつかの

建築に関する法律ができたこともあり、これまでと

異なる多様な研究ニーズが出てまいりました。既存

建築物の活用、環境配慮に関すること、住宅を長く使

うこと、合理的な維持保全等を進めていくこと、この

ような社会的背景や施策を前提に、これらに関する

研究ニーズが高まってきます。具体的にどのような総プロ等で行ったかというと、品質総プロ、あ

るいは外部コスト総プロ、それから、これはタイトルが長いですが、いわゆる SB 総プロが挙げら

れます。それぞれの総プロにおいても、ここに示すような様々なアウトプット、アウトカムとして

広く公表してきました。 
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それから、平成 20 年代、それから現在におきまし

ても、多世代利用総プロ、予防・保全総プロ、外装

材の耐震安全性評価、これは総プロではなくて事項

立て研究ですが、これらのプロジェクト研究を行っ

てきました。現在は、後でお話しするストマネ総プ

ロを実施し、ここに示すアウトプット、アウトカム、

このようなことを目標に研究をやっています。 

 

 

このように、様々な社会的な背景などを踏まえた

研究ニーズをとらえた研究を実施しました。 

次に、現在、材料・生産分野では、どのようなター

ゲットを念頭に置いているかについてお話ししま

す。ここには、材料・生産分野における基本的かつ普

遍的な課題と書いておりますが、ここに示すように

様々な課題があると同時に、これらは基本的に変わ

らない研究のスタンスとしても書いてあります。建

築材料・生産分野としては、これらの性能評価、試験方法なども含めて、品質基準等を提供する。

それから、建築物においては、必要な性能基準、施工標準などを整備していくということが、基本

的かつ普遍的な課題と捉えて、研究を進めております。これらには、国内の建築基準、あるいは JIS

や ISO なども含め、様々な建築に関する基準の性能規定化や標準化を推進していこうと背景もある

と考えます。 

現在、重点的を置く具体的検討課題は、キーワード的になりますが、次の 3 つかと思います。 

1 つ目が建築材料・部材ならびに建築物の品質・性能の確保・向上に関する研究課題。2 つ目が、

予防・保全、合理的な改修、更新を含めた維持保全。3 つ目が、生産性の向上。生産性の向上に関し

ては、前のセッションでもタイトルとして挙げられていましたが、この 3 つが、キーワードとして

考えられると思います。 

まず、建築材料・部材並びに建築物の品質・性能の

確保・向上というキーワードに対しては、中層・大規

模木造建築物の耐久性確保が、大きな課題として挙

げられると思います。これについては、来年度からの

総プロとしての実施を予定しております。この総プ

ロの中で、材料に関する検討範囲はここに示すとお

りです。耐久性確保に関する設計・施工実態調査やこ

れらの調査等を踏まえた、防水・防露・通気性向上に

関する技術仕様の提案、すなわち、中規模・大規模木造における耐久性確保を進めるような技術資
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料の提供を考えております。 

次に、2 つ目の合理的な維持保全と 1 つ目の建築物

の品質確保・向上というキーワードに対しては、公営

住宅の長寿命化及び合理的な維持保全に関する研究

を現在実施しています。先ほどのレビューの中でも

最後にご紹介した総プロです。これは来年度までの

実施予定です。この総プロは、材料・生産分野だけで

実施しているのではありませんが、特に材料・生産分

野におけるターゲットとして、まず 1 点目が躯体・

外壁・防水等の補修、改修部分の劣化状況の把握、及び耐久性に関する技術資料の提示になります。

2 点目が、これらを踏まえた長寿命化に係る改修の計画手法の検討・提示であり、この 2 つのアウ

トプットを目標に検討しています。 

具体的には、下図に示すような具体的に建築物を 20 年、30 年、40 年等の使用期間におけるシナ

リオを想定します。当然ですが、この間には何度かの改修や補修を行わなくてはなりません。これ

らをいかに合理的に行うか、特に材料の物理的な耐久性やこれらの実施のための費用などの観点か

ら、合理的な改修計画を立てるための技術資料などを提案したいと考えています。 

次に、これも合理的な維持保全に関する研究です

が、維持保全段階における生産情報・調査診断情報の

利活用という総プロについて、材料・生産分野でもそ

の一部を本年度まで実施しております。 

具体的には、外壁落下危険性を可視化するツール

の開発や定期報告記録の電子データ化のための技術

資料の作成を目標に、最終年度のため、取りまとめを

急ピッチで行っています。 

 

次に、生産性の向上、建築物の品質・性能の確保・

向上に関連して、良質なストック・中小工務店の支援

に関する研究を実施しています。この図は日本にお

ける住宅の種類、ストックがあるかを示しており、左

半分が一般戸建て住宅、右半分が共同住宅、そのうち

の黒い部分が在来木造で中小工務店が提供できるも

のを示しており、これだけ多くのストックを抱えて

いることがわかります。これに関しては、2016 年度

より事項立て研究として実施している木造住宅の簡易な性能評価手法の開発や、既往の共同研究と

して実施した木造住宅モルタル外壁の設計・施工に関する技術資料があります。 
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最後に、材料および生産分野における展望につい

て、2 つお話ししたいと思います。まず、材料分野で

すが、課題はここに書いてあります。先ほどの講演

で、マルコフ連鎖モデルの話をされておりましたが、

このようなツールを用いた品質・性能、予測技術の高

度化、あるいは簡易化というものを念頭に置きなが

ら研究を進めていくことも、様々な課題の解決策の 1

つとして、大いに役に立つのではないかと考えます。 

 

生産分野については、右側に例を示します。これ

は、施工ロボットの概念で、これは BIM 活用に関す

るロードマップです。BIM に関しても、前のご発表

の中であったかと思います。このように、生産分野に

おいては情報化通信技術の活用、あるいはロボティ

クスの活用等を、大きなターゲットとしてとらえて、

研究を進めていくことが必要ではないかと考えてお

ります。 

 

以上、私からの発講演で終わります。 

引き続き、国総研の建築分野の材料・生産分野に関して、様々なご助言等を賜ればありがたいと

思っていますので、よろしくお願いいたします。 
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